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団体交渉申入書 

 
貴殿からの、令和２年１１月２６日付け「回答書」につき、以下の通り回答させて頂きま

す。 

 

まず、上記書面によると、貴殿は当組合が「労働組合法の適用がある労働組合（法適合組

合）」ではないと主張し、そのことを理由として当組合との団体交渉を拒否されておられま

す。 

しかし、そもそも法適合組合であるか否かは、「個別の労働紛争」につき、その「紛争の

時点（救済申立の時点）」で労働組合法上の救済申立をする資格があるか否かを判断するも

のであり、貴殿との「団体交渉」において当事者たる資格を有するか否かとは、全く関係あ

りません。 

また、令和２年１１月２０日付け「 の労働組合加入通知兼団体交渉申入書兼

要求書」記載の通り、団体交渉は、経済的弱者である労働者が、団結することによって経済

的強者である使用者と対等の関係に立ち、その代表者を通じて自己の労働条件その権利の

実現を図るものであり、憲法２８条によって保障されています。加えて、この憲法２８条は、

「勤労者の」団体交渉をする権利を保障すると規定しており、団体交渉の主体を「労働組合」

に限定していないことから、「法適合組合」ではない団体であっても憲法２８条の団体交渉

については労働者側の当事者となることが出来ることは、争いのない事実です。 

つまり、「救済申立」にかかる判断と、「団体交渉への応答」に関する判断は全く別物であ

り、貴殿には憲法上の要請として当組合からの団体交渉申込に対し誠実に対応すべき「誠実

交渉義務」が存在することから、貴殿におかれましては、速やかに団体交渉申込につき受諾

くださいますよう、お願い致します。 

なお、貴殿が熱望されている「（当組合が） より委託を受け、当社に対する

未払賃金請求に関する交渉等の任に当たられることの権限を有しておられることにつき、

相応の資料」とは、一体、どのような団体が発行する、どのような資料になりますでしょう

か。 
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上記でもご説明させていただきました通り、法適合組合ではない場合でも、貴社には団体

交渉に誠実に応じる義務が存在するところ、そもそも、「労働組合該当性」を示すべく発行

されるような制度が日本には存在しないため、貴殿が、一体何を根拠に、どのような「資料」

を求められているのか理解出来ず、当組合と致しましても苦慮しております。 

当組合と致しましては、貴殿のご要望に可能な限りお答えしたいと考えておりますこと

から、「一体どのような法令を根拠に、法適合組合であることを証明しろと要求しているの

か」「どの行政機関が発行する何という証明書が必要なのか」を具体的にお教え頂ければ幸

いです。具体的にお教え頂きましたら、すぐに取得してお送りさせていただきます。 

 

最後に、当該申入に対する回答及び、前回令和２年１１月２０日書面において申し込ませ

ていただきました団体交渉申込に対する受諾の可否につきましては、令和２年１２月１１

日（金曜日）までに、当組合メールアドレス ）に書面データの PDF

ファイルを添付する方法又は書面にてご連絡下さい。 

貴殿におかれましては、使用者企業と労働組合との間で交渉を行う以上、本件が単なる労

働紛争ではないことを重々ご理解いただいた上で、是非とも誠実なご対応をいただきます

よう宜しくお願い申し上げます。 

以上 




